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第1回大阪府流域下水道事業経営戦略審議会　議事概要
１　開催日時　　令和３年９月６日（月）　午後２時00分から午後３時35分

２　場所　　ＯＭＭビル　２階 201会議室
３　出席委員　　貫上委員（WEB出席）・佐藤委員・武田委員・深澤委員・吉村委員　計５名
４　議事概要　　別紙のとおり
（別紙）

	委　　員
	事　務　局

	【資料６】　９ページ　
平成30年度から令和２年度の３年間の平均として、減価償却費が計画から約30億円減少した要因と今後の見通しをどのように考えているか。
	計画は、経営戦略策定時の見込み値であるのに対して、決算は実際に資産登録を行った結果であり、それに差が生じたものである。中間見直しでは、この資産登録結果を基にした計画に置き換えることから、今後はこの３年間に比べて差は小さくなると想定している。

	【資料６】　15ページ　
現在の投資財政計画では減価償却費等に対する利用者負担を見込んでいないが、見直しの際はこれを反映するのか。
	反映する。

	【資料６】 20ページ　
処理場・ポンプ場における土木構造物の改築更新やメンテナンスについて、どのように評価しているか。
	平成27年に策定した大阪府都市基盤施設長寿命化計画のなかで点検項目・基準等を設け、順次初期点検を実施している。初期点検の結果、老朽化の進行を確認したものから順次補修等を実施している。

	【資料６】 20ページ　
適切に予防保全に取り組んでいるからこそ重大な故障等が発生していないということは非常に重要なことである。予防保全の具体的な取組として、点検の頻度、点検の進捗状況ならびにその結果を提示してほしい。
	了解した。

	【資料６】　20ページ、23ページ、42ページ　
管渠の老朽化対策が、管渠の耐震化対策に影響するのか。
管渠の耐震化対策の成果指標は、延長ではなく耐震化率とする方がわかりやすいのではないか。
	管渠の老朽化対策に合わせ耐震化を図っているが、20ページと23ページの対策対象とする管渠が以下のとおり異なっている。
老朽化対策は、硫化水素による腐食等で劣化した管渠を対象としている。一方、耐震化対策は、大阪府都市整備部地震防災アクションプログラムに基づき、緊急交通路下に埋設されている管渠等、特に優先的に耐震対策すべき管渠を対象としている。
成果指標については、今後、わかりやすいものを検討する。

	【資料６】 24ページ　
維持管理の更なるコスト縮減の取組として実施している焼却炉の焼却温度の見直しについて、焼却温度は850度以上と決まっていたのではないか。
	焼却炉の燃焼温度は約850度とされており、前後5度程度の一時的な温度の変動を許容した上で、約850度を満足することにより、燃料消費量の削減に努めている。府としては、あらゆる可能性を排除せずにコスト縮減を図るという観点で、この取組も実施しているところ。

	【資料６】　26ページ　
組織のスリム化の一方で、技術の承継が非常に重要になってくる。技術の承継に関する取組状況について教えていただきたい。
	部として技術職員の人材育成プランを策定しており、下水道部局では市町村職員も含めて下水道に関する技術研修に取り組んでいる。詳細の取組状況については、改めて報告する。

	【資料６】　27ページ　
広域化・共同化については、都道府県がイニシアチブをとって推進していくということが謳われている。勉強会の開催や個別の事業体に伝えるという形で必要性を啓蒙する、もしくは事務の標準化を進めるような取組があると、都道府県の役割として理解し易い。
	現在、広域化・共同化計画の策定に向け、市町村と連携しながら取り組んでいる。様々な委託契約の共同発注及び行政補完組織への契約を支援する等、ソフト施策をメインに取り組んでいくこととしている。

	【資料６】　31ページ　
次期流域別下水道総合計画の内容は、経営戦略の見直しに反映されるのか。
	現在、次期流域別下水道総合計画の見直しに向けた各種準備作業を進めているところであり、可能であれば経営戦略の見直しにも反映したい。

	【資料６】　41ページ　
一般論だが、事業体としての経営状況を評価するための指標や個別施策の進捗率を評価するための指標はあるが、住民サービスの提供に関する指標が、将来的には設けられることが望ましいのではないか。住民にとっては、自らが受けるサービスが効率的に行われているのかどうかに興味があり、サービスを受けるためにどの程度コストがかかるのか、施設が老朽化する中にあって、努力により、それがどう変わるのかがわかるような指標も、難しいかもしれないが、今後において検討してほしい。
	検討する。
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